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殺人といったものは、社会学において Unpopular Norm (Bicchieri and Fukui 1999; 
















うことが予言された。その後には Dawes (1975) によって、「コモンズの悲劇」は N




このことを包括的に実証したのが、2009 年にノーベル経済学賞を受賞した Elinor 
Ostrom である。彼女の仕事は、コモンズを利用する地元の人びとの間に緊密な社会
関係が存在する場合、コモンズの管理をそれらの人びとに委ねたとしても、コモン























望ましい行動に対して懲罰を加える行動は Antisocial Punishment と呼ばれている。
そして Antisocial Punishment は、社会的ジレンマの利得構造を与える実験室実験に
おいても観察されているのである (Herrmann, Thöni, and Gächter 2008)。 























ある (Cialdini, Reno, and Kallgren 1990) 。もし記述的規範が発生した場合、典型的で
はないとみなされる行動をとる者が懲罰を受けることになる (Willer et al. 2009) 。
このような規範が現実に存在することは、社会心理学者による実験室実験やフィー
ルド実験などですでに広く知られていた。そこで Irwin と Horne は、協力（貢献）
の量を0から100の連続値で選ぶことのできる社会的ジレンマ状況で実験を行った。
そして被験者を、次の二つの条件に割り当てた。一つ目は、（次の述べる「例外」を
除いた）サクラが 45 から 55 の範囲で協力値を選ぶ条件である。二つ目は、30 から


































































































社会科学者が同意している (Horne 2001b) が、必ず「強制方法」が伴うか否かとい
う点については議論の余地がある。その理由は、現実の社会規範の中には、強制方
法が存在しないかのように見えるものが存在するためである。その代表的なものは























































































































































































場に立つ論者は、ある特定の行為 X に対して「X するべき」という「意味」や「期






























































































































































































































































































ある。このような仮定のモデルは、Coleman の他にも Voss (2001)などがある。二つ











範を確率進化ゲームの確率的安定均衡として定式化した Binmore and Samuelson 
(1994) は、社会の成員が高度な計算能力を持たない場合であっても、進化という一














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































味する。つまり、社会がたまたまある均衡 A に至っていれば社会は均衡 A のまま変


















シュ均衡とすることができる。二つ目のフォーク定理は、Fudenberg and Maskin 












































                                                        
5 このことをもって、社会規範を無限繰り返しゲームのサブゲーム完全ナッシュ均衡として定式
























































ナッシュ均衡（Strong Perfect Equilibrium）である (Rubinstein 1979, 1980)。サ















ての利得が増加するのであれば、逸脱は実行される。また、1 点目と 2 点目の特徴













シュ均衡の中間に位置する均衡概念と言える。Farrell と Maskin  (1989) の提唱
した Strongly Renegotiation-proof Equilibrium は、全員が参加する結託に関して
若干の制限を加えたものであるため、パレート完全ナッシュ均衡ならば必ず

















この作業は、N 人囚人のジレンマと懲罰付き N 人囚人のジレンマについて、それぞ














































































て第 4 章と第 5 章では、少人数の結託を考える場合には定理 1 を用い、大人数の結









 ,, を段階ゲームとする。まず、 },,1{ nN  はプレイヤ
ー集合とし、その空でない部分集合Cを結託と呼ぶ。次に、個々のプレイヤー )( Ni 
                                                        
8 本研究の用いたスカラー化法以外にも、制約付き問題へ変換する方法が存在する (Chen and 
Blankenship 2004; Piunovskiy and Mao 2000)。この方法を用いると、十分条件ではなく必要十



























   
と定義する。そして、任意の結託 C と C 以外の行動   CCjjC Aaa  
~~ 、
  CCNjjC Aaa   \ が与えられたとき、 CC aa ,
~ は、Cに属するプレイヤー Ci
が ia
~ を行い、属さない CNj \ のプレイヤーが ja を行う行動の組として表記する。
同様に、任意の Ni 、 ii Aa 
~ 、  
  iiNjji
Aaa   \
についても、 ii aa ,
~ を、プ
レイヤー iが ia
~ を行い、その他のプレイヤー iNj \ が ja を行う行動の組とする。
段階ゲーム で行動の組 aが実現したときに iが得られる利得は、関数 Aui :
として、  aui と定義する。また、  aui は有界であると仮定する。 
次に  G を、Gから成る無限繰り返しゲームと呼び、  1,0 を割引因子、正
の自然数  ,2,1 Zt を期数とする。第 t期までに実現した行動の組の列を第 t
期までの履歴 th とよぶ。その集合は、 ,1 H 任意の ,3,2T について
AAAH TT   1 （ 1T 個）とする。第 t期までの履歴と言った場合、第 t期
がプレイされる前の時点で実現されている履歴を指し、第 t期に実現される行動の
組は含まない。また、第 1 期までの履歴の集合 1H は、まだ行動の組が実現してい
ないので、便宜上このように表記する。 
そして、第 t期までに履歴
tt Hh  が実現していたという条件のもとで、第 t期に
行動の組の列 ta が実現したとする。このとき、第 1t 期までの履歴を  tt ah , と表記
する。また 1t のとき（つまり実現していた履歴がの場合）は、便宜的に
  11, aa  とする。 
次に各期の（純粋戦略の）行動戦略を写像 i
tt
i AHs : とする。これは、履歴
































   
として定義する。そして、任意の結託 NC  および C と C 以外の戦略
  CCjjC Sss  
~~ 、   CCNjjC Sss   \ が与えられたとき、 CC ss ,
~ は、Cに属す
るプレイヤー Ci が is
~ を行い、属さない CNj \ のプレイヤーが js を行う行動の
組として表記する。同様に、任意の Ni 、 ii Ss 
~ 、  
  iiNjji
Sss   \
について
も、 ii ss ,
~ を、プレイヤー iが is
~ を行い、その他のプレイヤー iNj \ が js を行
う戦略の組とする。 
次に、第 t期までに履歴 tt Hh  が実現し、かつ全てのプレイヤーが戦略プロファ
イル Ss にしたがった場合に、第 t 期以降に実現される行動の組の列を
     ,|,|,| 21 tttttt hshshs   と定義する。これは、次の様にして一意に定ま
る。まず、第 t期に実行される行動の組は       ttntttt hshshs ,,| 1  とする。次に、
第 1t 期までに実現された履歴を   tttt hshh |,1  として、第 1t 期に実行され
る行動の組を       111111 ,,|   ttntttt hshshs  とする。このように履歴と行動の組
を交互に定めてゆき、第 Tt  期（ ,2,1T ）までの履歴と第 Tt  期に実行さ
れる行動をそれぞれ 
          TtTtnTtTttTtTtTtTtTt hshshshshh   ,,|,|, 1111   
とする。また、結託C、C以外、 i以外のプレイヤーが第 t期以降に取る行動を、
,2,1T として、それぞれ 
         
         
    
 





















































そうすると、第 t期までに履歴 tt Hh  が実現したという条件の下で、第 t期以降
54 
 
に獲得する割引利得は、利得関数 SUi : として 









i hsuhsU  




定義 1 Ss がサブゲーム完全ナッシュ均衡（Sub-game Perfect Nash Equilibrium）
であるとは、 
    titiii hsUhssU ||,~       …（ 1 ） 





    titCCi hsUhssUCi ||,~,       …（ 2 ）
 




   titi hsUhsUNi ||~,       …（ 3 ）
 
を満たす Zt , tt Hh  , Ss ~ が存在しないことである。 
 
ここで、ある結託Cが与えられたときに、条件（2）を満たすような Zt , tt Hh  ,
CC Ss 
~ が存在しないことを、結託Cによる逸脱の誘因が存在しないという。逆に、
















iaを行った場合、別の行動 ia  をとった場合と比べ
て、次の期以降に「好意的な」結果が返ってくることである。 
 
定義 2 戦略プロファイル Ss に社会規範が存在するとは、 
         tt iititt iiti hsahsUhsahsU |,,||,,|      …（ 4 ） 






























非協力行動をとり続ける All-D 戦略や、協力行動をとり続ける All-C 戦略が該当す
る。 
 
命題 1 戦略プロファイル  nsss ,,1  が任意の
Zt , ttt Hzw , , Ni につい
て 
         ttitti zsws   
を満たすならば、 sに社会規範は存在しない。 
（証明） 
Zt , tt Hh  , iAaa , を任意のものとして、    tt iitt hsahw |,,1    ,
   tt iitt hsahz |,,1    とした場合でも、第 1t 以降に sは常に同じ行動の組を返
す 。 そ の た め 、 実 現 さ れ る 結 果 の 組 の 列 は 一 致 し て







定義 3 戦略プロファイル Ss が社会規範均衡であるとは、sがサブゲーム完全ナ
ッシュ均衡であり、かつ、 
        tt iitittti hsahsUhshsU |,,||,|     …（ 5 ） 
を満たす Zt , tt Hh  , Ni , ii Aa  が存在することである。 
 
社会規範均衡において、社会規範の内容は「強制が発動されるような行動へ逸脱を
                                                        
9 ただし、期数には影響を受けても良いので、例えば「偶数期は協力行動をとる、奇数期は非協
力行動をとる」といった戦略のプロファイルも、社会規範が存在しない場合に該当する。 
















命題 2 戦略プロファイル Ss は、サブゲーム完全ナッシュ均衡であり、かつ 
      ttitt iii hsuhsau ||,     
を満たす Zt , tt Hh  , Ni , ii Aa  が存在するならば、社会規範均衡で
ある。 
（証明） 
iが 1 期間 ia を行ったあとで is に復帰する戦略 is
~ を取った場合に、第 1t 期以降に
得られる割引利得が、必ず社会規範均衡の定義の条件を満たすことを示す。この戦
略をとった場合に得られる利得は 
           tt iititt iiitiii hsahsUhsauhssU |,,||,|,~     
である。他方、
is をとりつづけた場合に得られる利得は 
          tttittiti hshsUhsuhsU |,|||    
である。ここで sはサブゲーム完全ナッシュ均衡なので、定義 1 の条件（1）が満た
されるため、必ず 
      tiiiti hssUhsU |,~|   
である。これを展開すると 
    













となるが、       ttitt iii hsuhsau ||,    より、この式の右辺は正である。ゆえに 
 
        

































命題 3 ある戦略プロファイル Ss において、 
          ttii hsuauNi |,   





























結託を考慮した One Stage Deviation Principle 3.5.2. 
 次に、結託による逸脱に関する OSDP を導出する。戦略プロファイル




~ を選び変更する意思決定を考える。このとき、 iの利得関数は、 
                 tt ittitiiitt ittiitiii hshshssUhshsuhssU |,~,|,~|,~|,~     









シュ均衡の場合の OSDP である。 
 
命題 4  (Fudenberg and Tirole 1991:110)  
純粋戦略のプロファイル Ss がサブゲーム完全ナッシュ均衡となること
は、任意の Zt , tt Hh  , Ni について 







   













有界なベクトル   nn   ,,1  を重み付けベクトルと呼び、これに対応する
（全期間の）重み付け利得を 




























命題 5 (Hernández-Lerma and Romera 2004; 中山・谷野 1994:38–42) 
ある NC  （ただし C ）, Ss , Zt , tt Hh  が与えられたとき、 
    titCCi hsUhssUCi ||,~,    
を満たす CC Ss 
~ が存在しないことは、任意の CC Ss 
~ について 
          tCCCtC hssUhsU |,~|    
かつ 0
ci
i  かつ 0,  iCi     …（ 6 ） 















命題  6  ある Ss , NC  , が与えられたとき、任意の Zt ,
tt Hh  ,
CC Ss 
~ について     tCCCtC hssUhsU |,~|   を満たすことは、任
意の Zt , tt Hh  について 







    






         

























(2012) の Proposition 1.2.3.や、Stokeyと Lucas (1989) の Theorem 4.2.など）。それは、 









   
となることと、任意の Zt , tt Hh  について Bellman 方程式 
 n ,,1 
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|,,||,s u p| 












定理 1 ある Ss , NC  が与えられたとき、任意の Zt , tt Hh  について 







    
かつ 0
ci
i  かつ 0,  iCi    …（ 7 ） 
を満たす  n ,,1  が存在すれば、結託Cによる逸脱の誘因は存在し
ない。 
（証明） 
この定理の条件（7）が満たされれば、  , s ,Cは命題 6 より、任意の Zt ,
tt Hh  ,
CC Ss 
~ について 
    tCCCtC hssUhsU |,~|    
を満たす。そうするとは、任意の Zt , tt Hh  について命題 5 の条件（6）を
全て満たすので、 
    titCCi hsUhssUCi ||,~,    














命題 7 , Zt , tt Hh  , （ただし ）, が与えら
れたとき、任意の ,2,1,0 について 





|,sup|   

       
    ならば、任意の CC Ss 
~ について 
    tCCCtC hssUhsU |,~|    
である。 
（証明）対偶を示す。     tCtCCC hsUhssU ||,~   を満たす CC Ss ~ が存在すれば、 
      ttCtCCtC hsuhssu ||,~      





|,sup|   







算されたものでなくてはならない。例えば、第 t期までに履歴 th が実現していたと
して、戦略 sに従い続けた場合に行動の組の列      ,|.|,| 21 tttttt hshshs   が
実現するものとする。このとき、      ,|.|,| 21 tttttt hshshs   がそれぞれ 1 期
間の重み付け利得を最大にしていることを示す際には、重み付けベクトルは共通の
ものでなくてはならない。他方、例えば履歴 tt hw ' のもとで実現される行動の組
の列      ,|.|,| '2'1' tttttt wswsws   を考える場合には、 th のときに用いたもの
とは別の重み付けベクトルを用いて良い。 
Ss NC  C  n ,,1 
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そこで、重み付けベクトルの写像 ntt H  : を、第 t期までの履歴 th が与えら
れたときに、ある重み付けベクトル       ttntttt hhh  ,,1  を与える対応関係と
する。そうすると、ある結託Cについて次の条件を満たす ,,, 321  が存在すれ
ば、その結託による逸脱の誘因は存在しない。 
 
定理 2 と NC  が与えられたとき、任意の Zt , tt Hh  , ,2,1,0 に
ついて 
      







|,sup|   


   
かつ   0
Ci
tt
i h  かつ   0,  tti hCi  …（ 8 ） 
    を満たす重み付けベクトルの写像 ,,, 32 t がそれぞれ存在すれば、結
託Cによる逸脱の誘因は存在しない。 
（証明）命題 7 より、条件（8）を満たす       ttntttt hhh  ,,1  が存在すれば、










































ンマとして考えられてきた。この状況は、Dawes (1975) の N 人囚人のジレンマ














果たしていることが分かる (Ostrom 1990) 。このように、「成員同士のコミュニケ
ーションが可能な場合、社会的ジレンマの解決が容易になる」という事実が存在す
ることは明白である。 
                                                        











































































（Infinitely iterated 2-person Prisoner’s Dilemma: I2PD）を考察した Axelrod 
(1997) や、無限繰り返し N 人囚人のジレンマ（Infinitely iterated N-person 
Prisoner’s Dilemma: INPD）を考察した Taylor (1987) がある。I2PDや INPD で
は、割引因子の値が充分大きい場合、TFT（Tit For Tat）戦略やグリム・トリガー
戦略によって、相互協力の状態をサブゲーム完全ナッシュ均衡として維持すること





































Weakly Renegotiation-proof Equilibrium とその限界 4.2.2. 
サブゲーム完全ナッシュ均衡の問題のうち 3 点目を解決した均衡概念が WRE で
ある14。WRE とは、全てのプレイヤーの利得を減少させるような苛烈な懲罰を排除





                                                        
14
 これらの研究は、二酸化炭素排出削減などの国際条約締結を対象としている。ただし、論





現されやすいか考察した Asheim ら (2006) や、Barrett の予測の現実的妥当性を実験室実験に
よって検討した Helland and Hovi (2008) などがある。 
15






















1 点目と 2 点目を充分に解決できていない。1 点目については、一部分のプレイヤ
ーによる結託は考慮していない、という問題がある。コミュニケーションを自由に
行うことができる状況では、全体ではない一部分のプレイヤーによる逸脱があって
も良いはずである。しかし WRE は、全てのプレイヤーが参加する再交渉と、 単独




                                                        
16
 この命名は Asheim ら (2005)による。 
17
 Farrell and Msskin (1989) は、外的一貫性も考慮した Strongly Renegotiation-proof 











Strong Perfect Equilibriumとコミュニケーション可能性 4.2.3. 
ここまでサブゲーム完全ナッシュ均衡と WRE の問題点について述べたが、3 点
の問題を全て解決できる均衡概念が Strong Perfect Equilibrium（サブゲーム完全











レイヤーの個人合理性という仮定を変更していない。また、1 点目と 2 点目の特徴




                                                        
18
 ただし、全員が協力する WRE が存在しないという先行研究の指摘は誤りである。なぜな
ら、本稿で提示する全員協力均衡が WRE であることは、容易に確認できるためである。先
行研究がこのような誤りをした原因は、3.2.で述べているように、懲罰期中に 1 人だけ協力













導出する。先行研究では、既に Rubinstein (1980) が割引の無い I2PD のサブゲー
ム完全強ナッシュ均衡を導出している。そこで本稿では、これを次の 3 点から一般
化した INPD を分析する。まず 1 点目はプレイヤーの人数を 2 人から N 人に拡張











 ,, に、以下の具体的な仮定を加えたものである。 
まず、各プレイヤーの行動の選択肢は  1,01  nAA  とする。iの行動 ii Aa 
が、 1ia であることを協力行動、 0ia であることを非協力行動と呼ぶ。次に、
段階ゲームでの効用は、公共財から得られる利得が協力者数に対して線形であるこ







 )(  
とする。ただし  n,1 とする。そして、 NPDG を段階ゲームとする無限繰り返し
ゲームを  








命題 8  

NPDG において戦略プロファイル Ss は、1 期間のうちに n 人よりも
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多くのプレイヤーが非協力行動をとる Zt と tt Hh  が存在するならば、
サブゲーム完全強ナッシュ均衡・パレート完全ナッシュ均衡ではない。 
（証明）第 3 章の命題 3（p.58）より、プレイヤー全員の 1 期間の利得を増加させ























定義 4  

NPDG における一般化贖罪戦略のプロファイル  mnmm sss ||1| ,, を、以下
の条件を満たす戦略プロファイルとする。まず、それぞれのプレイヤー









i ss とする。そして現在が第 t期だとして、 
  （A）第 t期の懲罰対象 tD を、以下の様に決定する。決定した後に次の（B）に
従い、第 t期の行動を決定する。 
（A－1）現在の期が第 1 期（ 1t ）の場合、懲罰対象は存在しないものとして、
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1D  とする。 
（A－2）現在の期が第 2 期以降（ 2t ）の場合、懲罰対象は第 1t 期に逸脱し
て非協力行動を行ったプレイヤーとする。つまり、第 1t 期までに実
現されている履歴を 11   tt Hh 、その期に実現された行動の組を
 1111 ,,   tntt aaa  とすると 
  1| 11|1   tjtmtjt ahsNjD  
とする。 
（B）第 t期の    tmtntmt hshs ||1 ,..., は、懲罰対象 tD のもとで、以下の条件（B－1）
（B－2）を満たすように行動を決定する。行動を決定した後は、次期を
1 tt として（A）に戻り、第 1t 期の懲罰対象を決定する。 
（B－1） 0tD または tDm 1 ならば、任意の Ni は   1| tmti hs . 
（B－2） mDt 1 ならば、任意の tDj は   1| tmtj hs で、 

























図 5 3|s における逸脱への対応 
 
 この戦略プロファイルの具体例を、図 5 を用いて述べよう。この図は、大部分の
プレイヤーは 3|s に従いつつも、何人かのプレイヤーが何カ所かで逸脱した場合20の
履歴を示している。期数は 1 番左の列の第 1 期から始めて第 14 期までで、プレイヤ
ーの人数は 10 人である。3 種類の丸印によって、各プレイヤーの各期における行動
を示した。第 1 期の平常期では、10 人全てのプレイヤーが 3|s に従い、協力を行っ
ている。この次の第 2 期に、プレイヤー3 が逸脱して非協力行動をとったとしよう。
すると第 3 期はプレイヤー3 が懲罰対象となる懲罰期に移行し、プレイヤー8、9、
10 の )3(m 人が 3|s に従って非協力行動をとる。この懲罰期にプレイヤー3 が贖罪
として協力行動を行えば、第 4 期は平常期に戻り、再び 10 人のプレイヤーが協力を
行う。第 5 期では、プレイヤー9 が逸脱を起こしている。この場合、懲罰期である
第 6 期には、逸脱を起こし懲罰対象のプレイヤーが贖罪として協力行動をとらなけ
ればならないので、9 ではない別のプレイヤー（7、8、10）が懲罰を行う。しかし
第 6 期には、プレイヤー9 は再び逸脱をして非協力行動を取ったとしよう。すると
第 7 期も懲罰対象はプレイヤー9 のままの懲罰期となる。このとき、プレイヤー9








































10 期に、プレイヤー6 と 7 が懲罰対象となる懲罰期へ移行する。そして、第 9 期で
逸脱を行わなかったプレイヤーのうち 21 9  Dm 人のプレイヤ （ーこの例では
9 と 10）が懲罰を行う。そして第 11 期には、第 10 期にプレイヤー7 と 6 が贖罪し
て協力行動を行ったため、平常期に復帰している。最後に、第 12 期には 1m と同
数の 4 人のプレイヤーが逸脱している。このとき、次期の第 13 期には懲罰は実行さ
れず、平常期と同じ行動が取られる。 












定理 3  

NPDG において    
 nmn を満たす整数 m が存在すれば、
サブゲーム完全強ナッシュ均衡が存在し、それは    mnmm sss ||1| ,, である。 
（証明） 
1m 人以上の結託（Ⅰ）と 1m 人未満の結託（Ⅱ）のそれぞれについて、逸
脱の誘因が存在しないことを示す。 
まず記号を準備する。結託の人数は Cc  とする。そして、プレイヤーの部分集
合のべき集合を  NCC  | としたうえで、写像  tt H: , tt HO : を
以下の様に定義する。戦略
ms | と第 t期までの任意の履歴   ttt Haah  11 ,, が与




    
    
































として一意に定まる。そこで、第 t期までの履歴 tt Hh  が与えられたときの第 t期
の懲罰対象を、 
    ttt Dh   
とする。そして、懲罰対象が  tt h だった場合に懲罰として非協力行動をとるプレ
イヤーの集合を 
      0| |   tmtitt hsNihO  
と定義し、その人数は    tttt hOho  とする。   0 tt h または   1 mhtt と
なるような th が実現していた場合（つまり第 t期が平常期の場合）は   0tt ho であ
り、   1 tt hm となるような th が実現していた場合（つまり  tt h への懲罰
期の場合）は    tttt hmho   1 である。また、結託Cの参加者のうち、第 t期
までの履歴 th のもとで
ms に従った場合に非協力行動をとるプレイヤーの集合を
   ttttC hOChO  、その人数を    ttttC hOCho  とする。 
 
（Ⅰ）
ms| と 1 mc を満たす任意の結託Cが与えられたとき、次の（重み付けベ
クトルの）写像が、第 3 章の定理 2（p.64）における条件（8）を全て満たすことを
示 す 。 ま ず 、 考 え る 写 像 ,,, 321  は 、 各 ),2,1( t 期 に つ い て
      ttntttt hhh  ,,1  とし、 
































を満たすものとする。これは、全ての要素が非負で、かつ   0 Ci
tt
i h である。
（ O の分母がゼロになる  ttC hoc  のとき   tt hOC \ であり、それ以外の場
合は    ttCttC hochomn   , より 0O である。）そこで、これが任意の
Zt , tt Hh  , ,2,1,0 のもとで 












     
を満たすことを示せば、条件（8）を全て満たしたことになる。 
 第 t期までに履歴 th が実現していたとする。このとき全員が
ms| に従った場合、
第 t期は  tt hO のプレイヤーのみが非協力行動を行い、第 1t 期以降は全員が協力
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X と   YhO ttC \ のプレイヤーが非協力行動をとり、Y と   XhOC ttC \ のプレイ
ヤーが協力行動をとるようなCの行動の組とする。それぞれのプレイヤーの人数は
YyXx  , とする。（ただし     0,0  yhoxhoc ttCttC ）。Cのプレイヤー
が
ms| に従った場合、第 t期には 0,0  yx 、第 1t 期以降は  tt hoyx  ,0 とな
る。 
まず、第 t期にCのプレイヤーが YXCa
, をとった場合、1 期間の重み付け利得は 
          
      
 
         
  

























































































































となる。このとき、    nnmc   11 なので、1 期間の重み付け利
得が最大となるのは 0x のときである。また yは、重み付け利得の式から消去され
たので、任意の   0 yho ttC において 1 期間の重み付け利得は最大となる。そし
て全員が
ms| に従った場合、 0,0  yx となり、1 期間の重み付け利得を最大にす
る行動がとられることとなる。 
 次に第 Tt  期（ただし 1T ）については 
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          
      
 
         
  


























































































































の   0 yho ttC において 1 期間の重み付け利得は最大となる。そして全員が
ms| に




ms| と  mc を満たす任意の結託Cが与えられたとき、重み付けベクトル
 1,,1 が（つまり単純な結託参加者の利得の総和が）、第 3 章の定理 1（p.62）
における条件（7）を全て満たすことを示す。この重み付けベクトルの全ての成分
は正なので、これが任意の Zt , tt Hh  について 









     
を満たすことを示せば、条件（7）は全て満たされたことになる。そこで以下では、
どの第 t期までの履歴 th が実現していたとしても、Cのプレイヤーが
ms| から逸脱






    mn が満たされれば、そのような逸脱を行ったとしても全期間の利得
は増加しないことを示す。 
まず、  ttC hO のプレイヤーが逸脱して協力行動に変更する場合について考える。
第 t期の 1 期間の重み付け利得は、一人が逸脱して協力行動に変更した場合、公共
財の状態が改善して nc 増加する代わりに、協力のコストが発生し 1 減少する。





ms| に従った場合に第 1t 期以降に実現される行動の組の列は、逸
脱をしなかった場合と同じである。それゆえ、逸脱して協力行動に変更したとして
も、全期間の重み付け利得は増加しない。 
そこで以降では、プレイヤーの集合  ttC hOCX \ が逸脱して非協力行動に変更










































である。次に、 X の場合に得られる重み付け利得を考える。これは、第 t期の





    tmtCXCtX hsahh |,, |

   
とおけば、全期間の重み付け利得は 
     
         
















































































































































x 11     …（ 9 ） 
となる。すると、式（9）が最小になるCと X において非負であること、つまり 



























   …（ 10 ） 
が満たされることを示せば、逸脱をしなかった場合の  tmtC hs ||

 が、全期間の重み
付け利得を最大にする 1 期間の行動であることを示したことになる。 
まず、不等式（10）の左辺を最小にする  XtC ho 1 を考える。第 t期に逸脱して非
協力行動を行ったプレイヤーは、第 1t 期に
ms | に復帰した場合、  XtC ho 1 には属
さず、必ず協力行動を取る（定義 4 の B－2 より）。したがって  XtC ho 1 の上限は、
  XChO XtC \1  より xc である。つまり、Cの参加者のうち第 t期に X に加わっ
て非協力行動を行わなかった全員が、第 1t 期には  XtC hO 1 に該当して非協力行動

















































となる。このとき、   11  nc が nmc   より負なので、 xが最大とな






























































































る。ここで     0  nmnmn  より 







































系 1  任 意 の n と  n,1 に 対 し て 、 あ る  1,0,  n が 存 在 し 、
   ,nnmn 









なので、 を極限まで 1 に近づければ 1   nmn を満たす整数 m が必




本稿のモデル  G は、Rubinstein (1980) がサブゲーム完全強ナッシュ均衡を
導出した I2PD の拡張となっている。そこで、定理 1 が I2PD においても成立する
ことを確認する。まず、定理によるサブゲーム完全強ナッシュ均衡の条件は、 2n
のとき 
     22 m  
である。 122   ,   02   なので、 m は 1 以外に存在しえない。この結
果は、「逸脱が発生すると、前の期に逸脱を行わなかったプレイヤーが非協力行動を
とる」という戦略プロファイルによってサブゲーム完全強ナッシュ均衡を構成した
Rubinstein (1980) と一致する。しかし 3 人以上の場合は、懲罰期に協力行動をと
るプレイヤーが必要なため、戦略を拡張する必要がある。 
Rubinstein の用いた利得関数は、相互協力で 2、相互非協力で 1、搾取したとき
で 3、搾取されたときで 0 の利得が得られるという、標準的なものである。これを
84 
 
アフィン変換すると、 34 、つまり 4 通りそれぞれの状況で 31,32,0,31  の
利得が得られる二人囚人のジレンマと考えることができる。このとき、定理の条件















































































ィールドで普遍的に見られる現象である (Hauert et al. 2007; Ostrom 1990:94–100) 。
また社会的ジレンマの実験室実験では、費用を伴う懲罰の手段を被験者に与えるこ
とによって、協力の水準が上昇することが広く知られている (Carpenter, Matthews, 




験においても広く確認されている (Fehr and Fischbacher 2003; Rustagi, Engel, and 
Kosfeld 2010) 。 













 McKean (1992) は山梨県の事例をもとに議論をしているが、違反者に対する懲罰
が役割分業を伴って行われることは、全国の事例においても見ることができる。例















及組合長ノ合議ニヨリ賠償等ノ制裁ヲ加ヘツヽアリ (福島・北條 1968b:345)  
・長崎県西彼杵郡福田村大字大浦 
特ニ規定シタルモノナキモ其ノ都度山惣代協議ノ上之[規律違反に対する制裁








                                                        
















































い状況である (Ostrom et al. 1992) 。このことを、図 6 によって説明しよう。この図
















く分けて二つに大別することができる。一つ目は Axelrod (1986) が提唱した「メタ











第 2 ステップでは、1 ステップで裏切ったプレイヤーに対し、自らの利得を減少さ

























B B B 
協力 裏切 
裏切 裏切 協力 協力 
懲罰 
懲罰 懲罰 懲罰 
懲罰 
無視 








































題を解決しようと試みたものである (Boyd 2006) 。このモデルは、数理生物学の「群














レーションモデルや進化ゲームモデルが構築されてきた (Bowles and Gintis 2004; 



















































これに付随して、次の 2 点も明らかにしたい。1 点目は、分業が行われる中で、
費用を伴う懲罰を行う者が非協力行動をとることはありうるのか、ということであ
る。これまでの実験室実験およびフィールド研究では、費用を伴う懲罰を行うアク
ターは、協力行動も同時に行う傾向があることが知られている (Henrich et al. 2006; 
Rustagi et al. 2010) 。この点は、遺伝子・文化の共進化モデルであれば説明すること



































各期における各プレイヤーの、行動の選択肢の集合は    nn bAA ,01,01 
とする。プレイヤー )( Ni  の行動を   iniii Abbe |1| ,,,  としたとき、 1ie であるこ
とを協力行動、 0ie であることを非協力行動と呼ぶ。次に、ある Nj に対して
0| jib であることを、 iはプレイヤー jに対して懲罰費用を支払う（費用を伴う懲
罰を行う）という。このとき、プレイヤー jは jib | の損害を受けることになる。懲
罰の強度の上限はb とする。また、協力と制裁の意思決定は同じ時点で行われるも
のとする。 

















とする。ただし  n,1 ,  は有界な正の実数とする。そして PNPDG を段階ゲーム
とする無限繰り返しゲームを  

PN PDG とする。  

PN PDG の第 t 期の行動戦略
i
tt
i AHs : は、         ttnittittitti hghghfhs |1| ,,,  と表現する。  tti hf は、 th が実
現していたときの i の協力行動・非協力行動に関する意思決定で、写像
 1,0: tti Hf として定義する。 Nj に対する懲罰の強度  tt ji hg | は、写像










命題 9  

PNPDG において戦略プロファイル Ss が与えられたとき、ある
Zt ,















命題 10  

PNPDG において戦略プロファイル Ss が与えられたとき、   0tti hf
かつ   0|  Nj
tt
ji hg を満たす Ni ,
Zt , tt Hh  が存在すれば、 sはサ
ブゲーム完全強ナッシュ均衡・パレート完全ナッシュ均衡ではない。 
（証明） 
第 3 章の定義 1（p.54）より、全てのプレイヤーが sにしたがった場合よりも多
くの（全期間にわたる）割引利得を上げることができる戦略が存在する事を示せば
良い。それは、「現在の期に iは懲罰の費用   Nj
tt


































 1|  

























|   
を満たすベクトル  rjnrjrj bb ,|,1|, ,,b として定義する。また n 個の成分を持つ零ベ
クトルを  0,,00 とする。そして、 
 
定義 5  














i ss とし,第 t期までの履歴
th が与えられたときの行動戦略は
        trmtitrmtitrmtitrmti hghghfhs ,|,|,|,| ,,,  と表現する。そして、現在が第
t期だとして、 
（A）第 t期の（一人の）懲罰対象 td を、以下のように決定する。決定した後に
次の（B）に従い、第 t期の行動を決定する。 
（A－1）現在の期が第 1 期（ 1t ）の場合、懲罰対象は存在しない。つまり
1d とする。 
（A－2）現在の期が第 2 期以降（ 2t ）の場合、以下の場合分けに従って懲
罰対象を決定する。まず、第 1t 期に実現された行動の組を





その懲罰対象に対して  2 mnr 以上の懲罰の費用が支払わ
れていた場合は、第 t期の懲罰対象は存在しない。他方、支払わ
れた費用が  2 mnr を下回っていた場合、第 t期の懲罰対象
は第 1t 期の懲罰対象のままとする。つまり 1 tdj として 



















         とする。 
  （A－2－2）第 1t 期に懲罰対象が存在せず、かつ逸脱して非協力行動を行
ったプレイヤーが存在しなかった場合、第 t期の懲罰対象は存在








   （A－2－4）第 1t 期に（懲罰対象の有無にかかわらず）逸脱して非協力行
動を行ったプレイヤーが 2 人以上存在した場合、第 t期の懲罰対
象は存在しない。つまり 1d とする。 
（B）第 t期の行動戦略    trmtntrmt hshs ,|,|1 ,..., は、懲罰対象 td のもとで、以下の条件
を満たすものとする。行動を決定した後は、次期を 1 tt として（A）に
戻り、第 1t 期の懲罰対象を決定する。 
（B－1） td ならば、全員が協力行動をとる。つまり、任意の Ni につ
いて    0,1,| trmti hs となる。 
（B－2） td ならば、以下のように行動する。まず、 td のプレイヤーは必
ず協力行動のみを行い、懲罰は行わない。 td 以外のm人は、非協力
行動のみを行い、懲罰は行わない。 td 以外の 2mn 人は、協力行
動を行い、かつそれぞれ費用 rを支払い td に対して懲罰を行う。そ
して上記以外の一人は、協力行動のみを行う。つまり、 tdj とし
たうえで 
（B－2－1）    0,1,| trmtj hs , 
（B－2－2）      mhsNi trmti  0,0| ,| ,  
（B－2－3）      2,1| ,,|  mnhsNi rjtrmti b ,  
（B－2－4）      2,1| ,|  0trmti hsNi  
      を全て満たすものとする。 
 
この戦略は、第 4 章における一般化贖罪戦略と比較して、以下の点が異なってい















イヤーが得る 1 期間の利得を示している。 
 
表 1 rms ,| における各プレイヤーの行動と 1 期間の利得 
行動  0,1   rd t ,,1 b   0,0  
 懲罰対象でない 懲罰対象   





































 次に、戦略プロファイル rms ,| がパレート完全ナッシュ均衡となる条件を導出する。 
 



























    を同時に満たす非負整数 m および ],0[ br  が存在すれば、パレート完全




まず記号を準備する。結託の人数は Cc  とする。そして、プレイヤーの部分集
合のべき集合を  NCC  | としたうえで、写像 tt H: , tt HO :  ,
tt HP : , tt HQ : を以下の様に定義する。戦略
 rms ,| と第 t期までの履歴
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tt Hh  が与えられたとき、第 1 期から第 t期の各期における懲罰対象は、定義 5
の（A）に従って一意に定まる。そこで、第 t期までの履歴 tt Hh  が与えられたと
きの第 t期の懲罰対象を  tt h とする。次に  tt hO は、懲罰対象が  tt h である場
合に日和見的非協力を行うプレイヤーの集合、つまり 
      0,0| ,|   trmtitt hsNihO  
とする。  tt hP は、協力行動と費用を伴う懲罰を実行するプレイヤーの集合、つま
り 
      rdtrmtitt
t
hsNihP ,,| ,1| b

 
とする。そして  tt hQ を、懲罰は行わず協力行動のみを行う懲罰対象以外のプレイ
ヤーの集合、つまり 
           0,1|\ ,|   trmtitttt hshNihQ   
とする。  tt hO ,  tt hP ,  tt hQ それぞれの人数は    ,tttt hOho     tttt hPhp  ,
   tttt hQhq  とする。もし、   tt h となるような th が実現していた場合（つ
まり第 t 期が平常期の場合）は、     0 tttt hpho ,   nhq tt  である。一方、
  tt h となるような th が実現していた場合（つまり  tt h への懲罰期の場合）
は、     2,   mnhpmho tttt ,   1tt hq である。 
 
（Ⅰ）全プレイヤーが参加する結託N が与えられたとき、次の重み付けベクトルが、
第 3 章の定理 2（p.64）の条件（8）を全て満たすことを示す。考える重み付けベク


































を満たすものとする。これは、全ての要素が非負（  tt homn   ）で、かつ
  0 Ni
tt
i h である。そこで、任意の
Zt , tt Hh  , ,2,1,0 のもとで 












     
を満たすことを示せば、条件（8）を全て満たしたことになる。 
第 t期までに履歴 th が実現していたとする。このとき全員が
 rms ,| に従った場合、
現在の期は平常期か、またはいずれかのプレイヤーに対する懲罰期である。いずれ
の期においても、  tt hO のプレイヤーは  0,0 、  tt hP は  tt hj  として  rj ,,1 b 、
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 rms ,| に従った場合よりも 1 期間の重み付け利得を増加させる可能性が無
い行動変更を除外する。まず、①懲罰に支払う費用を増加させる行動変更は、支払
うプレイヤーと懲罰を受けるプレイヤー両方の 1期間の利得を減少させるだけなの
で、無視できる。次に、②  tt hP が支払う懲罰の費用を減額する行動の変更も、重
み付け利得は変化しない。なぜなら、費用を支払う  tt hP と懲罰を受ける  tt h の
利得は、重み付けがゼロのため、懲罰を控えて利得が増加したとしても重み付け利






 rms ,| に従った場合を上回る可能性がある行
動の変更は、  tt hO のプレイヤーが第 t期に協力行動に転じる逸脱、第 1t 期以降
に非協力行動に転じる逸脱、  tt hQ のプレイヤーが第 t期以降のいずれかの期に非
協力行動に転じる逸脱の 3 種類のみである。そこで、  tt hQ のプレイヤーのうち x
人が非協力行動、それ以外は協力行動をとり、また  tt hO のプレイヤーのうち y人
が協力行動、それ以外は非協力行動をとる行動の組 yxa , について考える（ただし
    0,0  yhoxhq tttt ）。 
第 t期以降のいずれかの期に yxa , をとった場合の 1 期間の重み付け利得は 





      
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である。このとき、 0 nn であり、また yは消去されるので、 0x と任意の
  0 yho tt において、この式は最大となる。そして全員が  rms ,| に従った場合は、






3 章の命題 4（p.59）によって示す。ここでは、任意の NiHhZt tt   ,, につい
て 
















（Ⅱ－1）  tt hOi である場合、逸脱を行わなかった場合の行動は    0,0,|  trmti hs
だが、逸脱して協力行動をとると明らかに割引利得は減少する。 
 
（Ⅱ－2）  tt hPi である場合、逸脱を行わなかった場合の行動は、  tt hj  と
して      rjtrmti hs ,,| ,1 b なので、得られる全期間の割引利得は 


















である。利得を増加させる可能性があるのは、費用を伴う懲罰のみ怠る  0,1 、非協
力行動に転換する  rj ,,0 b 、懲罰を怠った上非協力行動も行う  0,0 である。以下で
は、いずれの逸脱を行っても逸脱しなかった場合の割引利得を上回らないことを示
す。 
まず、逸脱して  0,1 を実行した場合に得られる割引利得は 
  











































なので、  nrmnr    ならば非負であり、逸脱しても割引利得は増加しない。 
 次に、逸脱して  0,0 を実行した場合の割引利得は 
  



















































なので、     2  mnrnmnnr  ならば非負であり、逸脱しても
割引利得は増加しない。 
 最後に、第 t期だけ  rj ,,0 b に転じる逸脱は、第 t期に得られる利得は  0,0 に転
じた場合より少ない一方で、 1t 期以降に得られる割引利得は  0,0 に転じた場合
と変わらない。そのため、 0,0 に転じる逸脱よって利得を増加させることができな
ければ、  rj ,,0 b についてもできない。 
 
（Ⅱ－3）  tt hQi だった場合、逸脱を行わなかった場合の行動は    0,1,|  trmti hs
で、得られる割引利得は、 


















である。割引利得を増加させる可能性があるのは、非協力行動  0,0 に転換する逸脱
である。これを実行した場合に得られる割引利得は 

















































なので、     2  mnrnmn  ならば非負である。それゆえ、逸脱
したとしても割引利得は増加しない。 
 
（Ⅱ－4）  tt hi  だった場合、逸脱を行わなかった場合の行動は    0,1,|  trmti hs
で、得られる割引利得は 

















hsU trmi  
である。逸脱を行わなかった場合の行動は  0,1 なので、割引利得を増加させる可能























































なので、     2  mnrnmn  ならば正となる。それゆえ、逸脱せ








































0r とおいた（費用を伴う懲罰を実行しない）場合は、第 4 章の定理 3 における
均衡が存在する条件と一致する。しかし、 0r とした場合に均衡が存在するパラ
メタ条件がどのように変化するか、ということはまだ確認できていない。現時点で
できる予想は、懲罰の効率  の値が大きい場合に、 r の値の大きさに比例して均衡














































えた場合には、Antisocial Norm は発生しにくいと予想される。 
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